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1. は じ  め  に

ゼロエミッションとは,あ る生産プロセスで商品価値の

ある製品とならなかった未利用物質を別の生産プロセスの

原材料として循環利用すれば,い わゆる 「廃棄物ゼロ」が

実現できると国連大学が5年前に提唱した産業システムの

理念 。哲学で,本 小特集のテーマである持続可能な発展を

続けるためには必要不可欠であることには疑間を挟む余地

はないようだ。しかしながら,農 業等を産業基盤とする発

展途上国等とは異なり,我 国のように工業国としての産業

構造が既に出来上がっている場合には,ゼ ロエミッション

社会への移行は容易ではない。また,工 業国におけるゼロ

エミッションのあり方そのものが議論されている現状にお

いて,マ スコミ等で 「ゼロエミッション」という言葉が一

人歩きしている感もあろう。ここでは,我 国におけるゼロ

エミッションについての筆者らの考え方と研究例を紹介す

る。

2.工 業化社会におけるゼロエミッション

2.1 物質循環の必要性

我国は主に輸入された資源 ・エネルギーを利用して工業

製品を製造し,こ れを輸出して得たタト貨でさらに資源 ・エ

ネルギーおよび食糧を輸入している。輸入された原材料の

全てを商品価値のある製品に転換することは不可能である

から,こ のような状況では工業製品の製造量に比例して

「廃棄物」の発生量が増加することになる。加えて,我 国

は国土面積が狭い上に,利 用可能な国土面積の割合も小さ

い。欧米諸国では山間部や内水面などを除く国土の利用可

能面積は全国土の50～ 60%に 達するが,我 国では20%

程度にすぎない。すなわち,狭 い利用可能な土地に多量の

資源 。エネルギーを持ち込んで多量の工業製品を製造して

いて,利 用可能な土地面積当たりの 「廃棄物」発生量は欧

米諸国をはるかに凌いでいる。すなわち,製 品当たりの廃
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棄物発生量である廃棄物発生原単位は欧米諸国と同じであ

っても,我 国では利用可能な土地面積当たりの廃棄物発生

密度が大きくなり,大 きな環境負荷となる。一般的な排水

や排ガスによる環境汚染も,現 在注目されているダイオキ

シンや内分泌撹乱物質 (いわゆる環境ホルモン)と いうよ

うな個別の有害物質の排出についても,す べてこのような

現状に起因していると言えよう。この事実から,欧 米諸国

と同じような環境施策と環境技術では,環 境問題の解決に

至ることがたいへん困難であると考えられ,我 国固有の施

策や技術が必要であると言えよう。

排水,排 ガス,廃 棄物に代表される地域の環境問題を回

避するためには,廃 棄物の減容化や排水,排 ガス等に含ま

れて水圏,気 圏,地 圏へ移動するを汚染物質を分離除去,

すなわち処理することになるが,こ れらを実施するために

施設設備の建設や運転に多量の資源 。エネルギーを必要 と

するので,形 を変えた環境問題を新たに引き起こすことも

ある。地域および地球規模での環境問題が深刻化すること

を避けるためには,ツト出された廃棄物や汚染物質を処理す

るのではなく,生 産プロセス内,工 場内,地 域内など様々

な規模 ・範囲において物質の循環利用が必要であろう。具

体的には,生 産プロセスにおける発生源対策,一 生産プロ

セスでは完全利用できない未利用物質のネットワーク化に

よる他プロセスあるいは他産業での原材料化,物 質および

エネルギーの共役化による生産プロセスの高効率化などに

よっての物質循環システムが維持されなければならない。

さらに,循 環型社会に向けたライフスタイルや社会システ

ムの導入も不可欠である。

2.2 ゼ ロエミッションの特徴

生産プロセスは原材料を加工 して経済的価値のある製品

を生み出す仕組みであるが, 目的とする製品以夕れこも副産

物が生成するのが一般的である:そ のような副産物の中で

経済的価値のない物質がいわゆる 「廃棄物」となり,基 本

的には生産プロセスの外に排出される。このことが今 日の

廃棄物問題の根源であることは言うまでもない。過去の産
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業公害の苦い経験を踏まえて,こ れらの廃棄物の中の少な

くとも生態系や人体に影響を与える可能性のある化学物質

等を環境中にツト出させないようにする施策や技術はすでに

多 く開発され実用化されている。それらは排水や団体廃棄

物が生成することは仕方ないと認識 した上で排出回のとこ

ろで適切に処理しようとする,い わゆるendöfp̈ipe処理

技術である (図1-a)。 ここで言う適切な処理とは,種 々

の規制をクリアーするための処理と言っても過言ではない

であろう。これに対して,排 出量そのものを低減化させる

ために生産プロセスを改良しようとするクリーナープロダ

クションという考え方がある (図1-b)。 この方法はパ

イプの大さを細くしようとするend―of―pipe処理技術と言

えなくもない.

これら2つの方法は有害物質の排出量を最小限にしよう

とする意味で環境保全施策 ・技術としては有効である.こ

れに対して,ゼ ロエミッションは,あ るプロセスからJF出

される物質について,そ の量を減らそうとは考えず,そ の

かわりに適切な物質変換技術によって,よ り価値の高い物

O rad‐oF pip●廻曜

(b)ク リーナープロダクション

( c・lゼロェミッション

図 1 ゼ ロエ ミッシ ョンの特徴
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質に変換した上で他の生産プロセスの原料 ・材料として利

用するという考え方である。このように生産プロセスを

次々にリンクして生産プロセスのネットワークを構築する

ことによって,別 の言い方をすると産業ネットワークとか

産業クラスターを形成することによって生産系外への物質

の排出を限りなくゼロに近づけようとする考え方である

(図1-c)。 すなわち,ゼ ロエミッションの基本的な考え

方の要点は以下のように整理される。

1)「廃棄物」という概念を払拭し,同 じ物でもそれらを

「未利用物質」(あるいは,「未利用物」「未利用素材」

など)と とらえる。現状においては,主 として経済

的に成 り立たないがゆえに廃棄されているものも,

物質として見れば十分に他の生産の原材料になる可

能性を有している。廃棄されるべきものは何もなく,

たまたま未利用のままになっているという理解であ

る。

2)次 に,そ の未利用物質を排出源とは異なる業種にお

いて原材料とするという物質のフロー,す なわち産

業ネットワークがなくてはならない。この産業ネッ

トワークは自然生態系のような円滑な物質循環をめ

ざして,思 いつきでなく合理的な根拠に基づいて設

計されなくてはならないであろう。

3)そ して,こ のような業種を超えた未利用物質一原材

料という物質循環を可能にするために,「ゼロエミッ

ション技術」とでも言うべき物質変換技術が介在し

なくてはならない。この技術はいわゆる最新のテク

ノロジーを駆使した技術である必要は必ずしもなく,

従来からの技術やそれらを改良したものなどでも十

分機能する。また,こ のような技術の必要性は新し

い産業を創生することにもつながる。

3.ゼ ロエミッションをめざした研究

3.1 萌芽期から育成期ヘ

ゼロエミッションが自然生態系のような円滑な物質循環

をめざすのであれば,本 来めざすべきゼロエミッション生

産システム,す なわち十分に成熟したゼロエミッション生

産システムとは,図 2に示 したようになろう。すなわち,

複数の業種から排出される未利用物質が,そ れぞれ別々の

物質変換技術を介してある業種の原材料となり,ま たある

業種から排出される種々の未利用物質も各々別々の物質変

換技術を介して複数の業種で原材料として利用される。さ

らに,既 存の業種の枠組みが撤廃され,現 在の業種区分で

は最終的なOutputでない物質を,敢 えて他の業種の現在

ではInputでないところに流用することをも行って,産 業

構造全体が融合したひとつの生産ユニットになる。このた

めには,現 在の生産プロセスの中味にまで立ち入った,よ

り細かな生産プロセスの連関を理解することが必要とな

廃棄物
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る.

しか しなが ら,こ れは最終的にめざす姿であって,い き

な り大人で生 まれることはあ りえない。現実の移行 を考え

た場合,第 一歩は図3に示すような 「1業種対 1業種」が

ひとつの物質変換技術を介してリンクする産業ネットワー

クであろう。つまり,現 在の業種区分を維持したままで適

切な物質変換技術を介在させることによって,比 較的小規

模の地域内において物質の供給量と受領量が良く一致する

組合せからスタートするべきで,こ のような例はすでに幾

つか見られる。要するに今なすべきことは,図 2と図3,

すなわち 「めざすべき理想」と 「現実を直視した当面の目

標」の差異を十分に念頭においた上で,図 3の設計法と具

体例をより多くかたちにすることが肝要であろう。

このように,ゼ ロエミッション社会の実現に向けては,

産業ネットワークの設計 ・構築と物質変換技術の開発が鍵

になるわけで,今 まさに大学,企 業,自 治体など様々な機

関でゼロエミッション生産システムの典型例の研究開発が

萌芽し育とうとしている段階であると言えよう.例 えば,

大学関係者を中心とした研究として文部省科研費特定領域

研究292「ゼロエミッションをめざした物質循環プロセス

の構築」(領域代表 :鈴木基之,国 際連合大学副学長,東

京大学生産技術研究所教授)が 平成9年度から平成 12年

度 までの予定で活動 してお り (http://cnvchem.iis.u―

tokyo.acjp/ZcroEm/),その最終成果が期待される.ま た,

産学連携研究の場として, 日本学術振興会産学協力研究委

図2 成 熟 したゼロエミッション生産システム

●  物塩軍彩ゼロェミッショ漱術轟肇1樽雌重専鼎神幣

のゼロエミッション生産システム
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員会 「ゼロエミッション」第 168委員会の活動も注 目され

ている。個々の研究の内容については上記のホームページ

をご参照頂き,以 下には筆者らの研究の概略を紹介する。

3.2 産業連関表による未利用物質排出量の推算
一産業ネットワークの研究例 として一

筆者らは,産 業連関表を活用 して産業系における物質の

移動,蓄 積,排 出等をデータベース化 し,そ れに基づいて

我国からの総エミッションをどこまで削減できるかの可能

性 と限界を明かにしたうえで,地 域単位で産業ネットワー

クを設計することを行 っている
1)。このデータベース化

は,ま ず産業連関表のCash Flow(=お 金の流れ)か ら物

流量,さ らに物流量から炭素,窒 素といった物質の流れを

順に推算 してゆくものである。すると,あ る業種の炭素,

窒素などの物質収支を計算することによつて,そ の業種か

らのCash Flowを伴わないツト出 (=い わゆる廃棄されてい

る物量)と 地域全体 としての排出のおおよその量を見積る

ことができる (図4)。この方法は基本的に産業連関表に

のみ基づいているので,都 道府県レベルの地域に限定 した

リアジア圏等へと拡大したりすることが可能であり,ま た,

有害性や希少性等の観点から塩素等や特定の金属等の物質

収支についても含有原単位を変えることで比較的容易に対

応できる。

図5は 我が国の食品関連産業の炭素収支 (左図)と 窒素

収支 (右図)を 示すもので,横 軸が投入量,縦 軸が産出量

である。本図では食品関連産業を使宜的に農 ・畜産 ・漁業

産業連関表より推算した食品関連産業における炭素 ・窒素
収支

図 5

― 商品価値あリ ー 商品価値なし

図4 産 業連関表を用いた未利用物質排出量の推算
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図6 高 温高圧水による本質系素材の物質変換

(1群),食 品加工業 (2群),飼 料 。有機質肥料 (3群)の

3つの産業群に分類している。図中央にある1:1の 直線

よりも下にプロットされている産業は投入が産出よりも大

きな産業で,逆 に1:1の 直線よりも上にプロットされて

いる産業は産出が投入よりも大きな産業,そ して1:1の

直線付近の産業は投入と産出がほぼ同じ産業でということ

になる。図によると農 。漁業は1:1の 直線よりも上にプ

ロットされており,産 出が投入よりも大きく,こ の差はい

わゆる 「自然の恵み」である。また,例 えば畜産業は1:

1の直線よりも下にプロットされており,従 来から言われ

ているように家畜糞尿の排出量の膨大さが定量的に示され

ている。食品加工業はほぼ1:1の 直線付近にプロットさ

れており,投 入と産出がほぼ同量であるものの,比 較的資

源化が容易な排出が多いことも考えられ,さ らに排出の形

態や質に関する検討も必要である。このように,各 産業の

物質1又支をとることにより各産業の物質フローを把握する

ことができる。

3.3 高 温高圧水処理による植物バイオマスの有価物化
―物質変換技術の研究例として一

高温高圧水は特異的な反応場となる。このことに着日し

て植物バイオマス系の未利用物質 (古紙,廃 木材,も み殻,

ビール等の絞 り粕,な どなど)を 工業原料となる化学物質

に変換するプロセスの開発を行っているの
。植物バイオマ

ス系素材は,主 にセルロース,ヘ ミセルロースおよびリグ

ニンの3成 分にて構成される。高温高圧水処理を施すこと

で,図 6に 示 したようにセルロースやヘミセルロースから

は加水分解により糖類が生成 し,さ らに糖類の二次分解で

フルフラール類や有機酸などが生成する (図6)。 また,

リグニンの一
部は可溶性リグニンとして回収できる。これ

らの反応が起こる温度領域はそれぞれ異なっており (例え

ば,ヘ ミセルロースの加水分解は220°C,セ ルロースは

250°C付 近),反 応温度の工夫や分離操作の組込みなどに

よって素材の大部分を有価物に変換することも可能であろ

う。また,こ のような処理は大量の未利用物質を対象とす

ることが前提となることから,連 続反応装置の設計 ・開発

や蒸煮爆砕法と呼ばれる既存技術 との組合せなどの研究も

並行 して行っている。この高温高圧水処理などの物理化学

的な変換技術のみでなく,生 物的変換技術やこれら両者の

融合プロセスも興味深い。

4口お わ り に

ゼロエミッション社会の実現にむけて,い ままさに大学,

企業,自 治体など様々な機関で研究,開 発,調 査などが活

発化 している。既に,小 規模な産業ネットワークのモデル

ケースや物質変換技術の実例が世に出始めている.し かし

ながら,完 全循環型社会は,化 石資源ではなく再生可能資

源 (=バ イオマス資源)を 基盤とすることで初めて可能に

なることも忘れてはなるまい。つまり,今 の 「石油化学製

品」で提供されている機能を,バ イオマス資源から製造さ

れる 「生物化学製品 (biobased products)」で提供すること

への転換を明確に切 り拓いてお く必要がある。バイオマス

資源を地域分散型で高度循環利用するゼロエミッション社

会が,サ ステナブルコミュニティの具現化像に思える。

(1999年12月8日受理)
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